
 

 

 

 

2026 年 7 月21日 

米国研究製薬工業協会（PhRMA） 
「経済財政運営と改革の基本方針（骨太の方針）」および「日本成長戦略」を歓迎 
同時に日本の特許医薬品市場成長目標の達成に向けた迅速な対応を求める 

米国研究製薬工業協会（PhRMA）は、日本で活動する世界有数の研究開発型の革新的医薬品企業を代
表しています。私たちは、人々の生活に変化をもたらす新薬の発見を促進する創薬イノベーション・エコシステム
を支持しており、日本政府と信頼のおけるパートナーとして協力し、患者さんが必要な治療を受けられるよう努
めております。 

本日、高市政権は「経済財政運営と改革の基本方針（骨太の方針）」および「日本成長戦略」を決定しまし
た。PhRMAは、革新的医薬品産業が、サポーティブな政策支援を行う戦略分野であり、かつ今後の魅力ある
成長市場として位置付けられたことを歓迎します。具体的には以下が含まれます。 
 特許期間中の医薬品について、新規収載時および特許期間中におけるイノベーションの更なる評価を
検討すること 

 日本の特許医薬品市場の成長率を主要先進国市場に匹敵する年率9.6%の水準に回復させること 
 米国の最恵国待遇（MFN）価格政策の提案を踏まえてもなお、日本国内で新薬の上市が継続的に促
進される環境を確保すること 

これらの目標を実現し、日本が革新的医薬品に係る世界全体のコストを公平に分担するため、PhRMAは、
本年中に以下の薬価制度改革に着手することを求めます。 

 第一に、特許期間中の医薬品の初期薬価を GDP 調整後の米国価格と整合する水準に設定すること 
 第二に、特許期間中の医薬品の市場実勢価改定、市場拡大再算定（特例拡大再算定など）、費用対
効果評価制度を含む、特許期間中の医薬品の薬価維持を妨げる制度を廃止すること 

あわせて、骨太の方針は、2027年度薬価改定の実施と、費用対効果評価制度の見直しについて一定の結
論を出すことも明記しています。PhRMAは、特許期間中の医薬品が2027年度改定の対象から除外され、 
費用対効果評価制度の拡大が取り止められるよう、これらの議論に積極的かつ建設的に参画してまいります。
いずれの施策も、特許期間中の医薬品の薬価を更に引き下げるものであり、日本の特許医薬品市場の魅力
を高めるという政府自らが掲げた目標を損なうものです。 

「骨太の方針」および「日本成長戦略」の決定は、7月10日に開催された「創薬力向上のための官民協議
会」における高市総理の前向きなご発言を受けたものと認識しています。PhRMAは、総理が、特許期間中の
医薬品に関する日本のイノベーション・エコシステムおよび薬価政策の改善、革新的医薬品が日本の患者さ
んに迅速に届くようMFN価格政策へ対応すること、そして官民協議会の下に具体的な協議のための新たな
場を設置することを表明されたことを評価します。 

政策の方向性が示された今、PhRMAは、総理の表明を本年早いうちに具体的な改革へと結実させるための
議論に積極的に参画してまいります。大胆な改革を通じてこそ、日本は、経済成長を牽引する国内外からの投
資を呼び込み、ドラッグ・ラグおよびドラッグ・ロスを解消し、ひいては日本の患者さんの命を守り、健康増進に
資することができると信じております。 


